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6 地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座

1. 活動概要

本講座は、熊本県の地域医療連携ネットワーク構想を推進するため、県知事が各医療圏域に指定する「地

域医療拠点病院」へ、熊本大学病院（本講座）から医師を派遣することで、専門医療を実践するとともに、

行政や医師会と協力しながら地域医療連携の強化に努め、また、医師修学資金貸与医師や自治医科大学

卒業医師へのキャリア形成支援、各医療圏域における医療機能の向上を図るための調査・研究を行うこ

とを目的に、熊本県からの寄附を得て、平成 31 年度から令和３年度までの３年間設置され、この３年間

の活動実績を踏まえ、さらに令和４年度から令和６年度までの３年間、本講座が継続設置された。

本年度は、熊本大学病院の各診療科より選出された 24 名の専門医が本講座所属の特任教員となり、ネッ

トワーク推進医として地域医療拠点病院（以下、拠点病院）に派遣され、同じく各診療科から派遣された

常勤のネットワーク推進医と協力して業務を遂行した。

詳細な活動状況、地域医療の現状報告については、各特任教員の報告書を参照されたいが、以下に概

要を記す。

2. 県の修学資金貸与医師等若手医師へのキャリア支援や指導等の活動状況

若手医師への支援・指導は、主に通常の診療を通して専門的知識を提供し、手技を指導する形で行わ

れている。加えて、若手医師の学術総会への参加の促進、発表の支援も行われている。ネットワーク推

進医の配置が若手医師の教育体制を強化し、拠点病院での研修を希望する医師の増加に貢献する可能性

が報告されている。

3. 診療支援の取り組み

各拠点病院において、ネットワーク推進医の専門性を活かし、外来・入院診療、専門性の高い手術・手

技が提供された。外来患者数、手術数は高い水準で維持、または経年的に増加が続いており、地域完結

型の医療に貢献していることが示唆される。特に、遠方への通院困難などの制約のある高齢患者への質

の高い医療の提供に貢献している。一方で、内科系の診療においては、多くの疾患を合併する高齢患者

の増加から、専門医療だけでは不十分であり、可能な限りでの総合診療の提供を必要とするケースが増

えてきている。また、拠点病院内の常勤医の減少や、近隣の開業医の閉院と専門医の減少が進み、さらに、

県境に位置する拠点病院では隣県からの患者受け入れにも対応する必要が現状としてあり、ネットワー

ク推進医を含む医師の派遣体制の必要性が高まっている。

その他、ネットワーク推進医が地域の講演会・研修会やワーキンググループへ参加し、啓蒙活動や多

職種医療チームによる患者介入に貢献している。

令和 6 年度地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座　事業報告総括

地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座
特任准教授（ネットワーク推進統括医）　泉　裕一郎
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4. くまもとメディカルネットワーク（KMN）の普及状況

文書送受信機能の利用状況からは、多くの施設で積極的に K M N の利用を推進していることが認めら

れる。これまで普及が進んでいなかった拠点病院においても、文書送信数の増加や院内の KMN 担当者の

設置などの利用体制の確立に向けた活動について報告されている。K M N 利用体制が確立している施設

では、K M N による迅速な情報共有を利用して大学病院－拠点病院間での合同カンファレンスを行うなど、

利用の幅を広げている。

一方で、K M N の普及がほとんど進んでいない施設もまだ残っている。特に、情報の送信において院

内システムがいまだ不十分であることや、人員不足から K M N の担当者が設置できていないことなどが

要因のようである。近隣の診療所との K M N による連携は、ほとんどの医療圏においてまだ少ないと思

われるが、連携が確立すると利便性が高いことが報告されている。

5. 拠点病院としての役割の推進状況

多くの地域で高齢患者が増加しており、常勤医とネットワーク推進医などの派遣医師、非常勤医師の

協力により、地域完結型の医療を推進している。ネットワーク推進医が担当する診療科の外来患者数は

全般的に増加の傾向が見られ、地域完結型の医療に貢献していることが示唆される。また、ネットワー

ク推進医の派遣に応じて、玉突き派遣による医療過疎地域への医師の派遣が実行されている。KMN の普

及についても、多くの拠点病院が積極的に取り組み、経年的に参加同意者数・文書送受信数の増加が見

られる。県境に位置する拠点病院では、隣県の医療体制の影響も受けながら、患者の受け入れを行って

いることが報告されている。

6. 地域医療における今後の課題・解決策等

地域医療における課題として、高齢患者の増加により総合診療が必要とされる現状と、一方で、医師の

高齢化による医療圏域の医師不足の加速が危惧されている。地域住民の高齢化、患者の高齢化から通院

困難者の増加や介護施設の不足が表面化してきており、公共交通機関の維持や訪問診療の推進、介護サー

ビスの充実が求められている。拠点病院の体制として、医療経営・財政問題の解決と、医療の高度化が

進む中で医療機能を維持・向上しつつ、若手医師のキャリア形成や医師の働き方改革を推進するためには、

医療圏域ごとでの医療機関の集約化が必要であるとの意見が挙がっている。同時に、熊本県の地域医療

連携ネットワークの維持のためには、本講座の骨子である医師派遣体制の維持も必須であると考える。

7. おわりに

各教員の事業報告を総括した。本講座は設置後２期６年となり、所属教員のネットワーク推進医とし

ての活動は拠点病院にとって欠かせないものとなっている。地域医療の課題・解決策についても、地域

の患者にもっとも近い視点で提言された貴重なものであると考える。

本講座は、次年度より改組され、熊本県の地域医療連携ネットワーク構築支援事業として継続される。

熊本県の地域医療連携ネットワークの構築と地域医療の維持のために、引き続き活動を継続していく。
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令和6年度（2024年度）地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座　特任教員一覧

部門 診療科名 定数
特任教員氏名
（ネットワーク
推進医リーダー）

職名 派遣先拠点病院

内科

腎臓内科

12

泉　裕一郎 特任准教授 宇城総合病院

呼吸器内科

猪山　慎治 特任助教 人吉医療センター、小国公立病院

坂田　晋也 特任助教 阿蘇医療センター、有明医療センター

赤池　公孝 特任助教 小国公立病院、山鹿市民医療センター

堀尾　雄甲 特任助教 上天草総合病院、再春医療センター

消化器内科

徳永　尭之　 特任助教 阿蘇医療センター

松野　健司 特任助教 熊本労災病院

飯尾　悦子 特任助教 有明医療センター

血液内科、
膠原病内科

坂田　康明 特任助教 熊本総合病院

糖尿病・代謝・
内分泌内科

小野　　薫 特任助教 小国公立病院、上天草総合病院

循環器内科
山本　正啓 特任助教 上天草総合病院

白濱裕一郎 特任助教 そよう病院

外科

消化器外科

5

北野　雄希 特任助教 水俣市立総合医療センター

原田　和人 特任助教
水俣市立総合医療センター

（R6.10.1 ～、前任 問端　輔）

乳腺・内分泌外科 後藤　理沙 特任助教 くまもと県北病院

泌尿器科
穴見　俊樹 特任助教 人吉医療センター

西澤　秀和 特任助教 山鹿市民医療センター

成育医療
小児科

3

永田　裕子 特任助教 小国公立病院、水俣市立総合医療センター

宮村　文弥 特任助教
小国公立病院、水俣市立総合医療センター、
有明医療センター

産科 楠木　　槙 特任助教 熊本総合病院

感覚・運動 整形外科 3

湯上　正樹 特任助教 阿蘇医療センター

米満　龍史 特任助教 そよう病院

杉本　一樹 特任助教 小国公立病院

脳・神経・
精神

神経精神科 1 都　剛太朗 特任助教 熊本県立こころの医療センター
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も多いため、他の診療とは異なり熊本市内への診療の集約化が必ずしも適さず、居住地域から短時間でアクセスで
きる位置に緊急時の対応ができる産科拠点病院が必要であるという点も重要である。 
2024 年 2月から、産婦人科に関して地域医療拠点病院が熊本労災病院から熊本総合病院に急遽変更となり、熊本
大学産科婦人科学講座から派遣されていた医師（地域医療連携ネットワーク寄付講座常勤医師および非常勤医師）
の派遣先が熊本労災病院から熊本総合病院に変更になった。 
このため、熊本労災病院では、2024年 1月まで行っていた、手術、入院患者の受け入れ、周産期診療（妊婦の外
来診療および分娩を含む入院診療）を2月より停止せざるを得なくなった。一方で、新規に産科診療を開始した熊
本総合病院については、2023 年まで熊本労災病院が受け入れていた妊産婦数・患者数と同じ程度の受け入れには
至っておらず、八代地域在住の妊産婦が、これまでであれば八代地域で受けていた医療を、熊本市内や近隣市町村
などの遠方の医療機関で受けていることが想定される。この状況は2024年 1年間で大きく変わっていない。 
 地域医療拠点病院の変更の背景として、上記①、②がある。産婦人科医師不足の中、若手医師の経験と地域での
安全な周産期医療の提供を両立させなければならないことから、熊本総合病院に周産期医療を集約させたいとい
う熊本大学産科婦人科教授の考えのもとで、このような変更に至ったと思われる。しかし、熊本労災病院で周産期
診療が一切停止したにも関わらず熊本総合病院では十分数の周産期診療を行えていない現状にあり、その理由は
明確ではないが、地域住民や、紹介をする立場の地域の産婦人科医院が、熊本総合病院への受診や紹介を控えてい
る可能性がある。ハイリスクの周産期医療を行うために必要な小児科や血管内治療担当医師の不在も懸念材料と
思われる。さらに、熊本総合病院の中堅～ベテラン医師が2025年 4月、7月より2名欠員になり、高齢の医師2
人と若手のみの体制となり、さらに十分な教育が難しくなることが予想される。 
  

派遣先地域医療拠点病院 熊本総合病院 
氏 名 楠木 槙 
診療科名 産婦人科 
事業期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日 

 
１. 本寄附講座事業における状況・成果概要 
• 外来診療 新来 1 日 2 名程度、再診 10 名程度 
• 手術応援 助手 月 1 回程度 
 
２. 県の修学資金貸与医師等若手医師へのキャリア支援や指導等の活動状況 
• 若手医師への悪性腫瘍の方針相談などに対応している。 
 
３. 診療支援の取り組み及び成果（データに基づく） 
• 2024 年 4 月～2025 年 1 月まで、産婦人科全体で新来 686 人、再診 5544 人、週 5 日×2 枠の診療枠の１つを

受け持ったため、上記のうちの 1/10 弱担当しました。 
 
４. 派遣診療科におけるメディカルネットワーク普及状況（データに基づく） 

熊本総合病院での KMN 新規導入者数は、2022 年 325 人、2023 年 105 人、2024 年 88 人で、普及が終了しつ
つあるが、文書送信数は 2022 年 71 件、2023 年 815 件、2024 年 1436 件、文書受信数は 2022 年 567 件、2023
年 1257 件、2024 年 1984 件、といずれも増加傾向である。産婦人科においても同様に増加傾向である。 
 
５. 地域医療拠点病院としての役割の推進状況 

地域医療拠点病院が行うべき取組みとして、① 紹介患者に対する医療提供、② へき地診療所への医師派遣等に
よる地域のかかりつけ医の支援、③ 地域の研修医・専攻医への教育、④ 勤務環境改善に向けた取組みがあげられ
ている。 

熊本総合病院において、地域医療拠点病院が行うべき取組みの①～④の達成状況は以下の通りである。 
① については、婦人科疾患については、紹介患者への適切な医療提供が行われている。周産期診療については、

2023 年まで熊本労災病院が受け入れていた妊産婦数・患者数と同じ程度の受け入れには至っておらず、八代
地域在住の妊産婦が、これまでであれば八代地域で受けていた医療を、熊本市内や近隣市町村などの遠方の医
療機関で受けていることが想定される。 

② 、④については、熊本総合病院ではこれまで産婦人科常勤医師が 2 人と少ない中で多くの婦人科手術（腹腔鏡
下手術含む）を予定しており、他科医師の応援も受けている状況であった。 
また人吉地域への診療応援も行っていた。1 月からの新規の産婦人科医師 2 名の就職および、2 月からの地域
医療連携ネットワーク寄付講座所属医師の派遣により、外来と手術を同時並行で行えるようになり、人吉地域
への診療応援時にも自院で待機する医師を十分に確保することができるようになっている。このことは、へき
地医療への貢献や勤務環境改善に寄与していると考えられる。 

③ については、熊本総合病院は初期臨床研修医が少ないため初期研修医の指導の貢献にはなっていない。専攻医
への教育という面においては、婦人科疾患については、症例数は多く腹腔鏡下手術にも携わることができるが、
産科管理については経験症例数が不十分な状況である。 

 
６. 地域医療における今後の課題・解決策等 
 熊本県内における産婦人科診療の問題点として、①地域拠点病院の部長や指導的立場であった医師が高齢となり
定年を迎えつつある一方で、それを今後引き継ぐべき 30 代後半～40 代の医師が極端に少ない。②熊本市内の病院
（熊本赤十字病院や福田病院など）では独自に若手医師の採用・教育を行えるが、地方（八代、人吉、天草など）
の病院では、専攻医の研修プログラムの一環としての熊本大学の医局所属医師の派遣がなければ、人員の確保が困
難である。以上 2 点があげられ、さらに、③周産期診療は急な多量の出血や胎児機能不全などで緊急を要すること
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も多いため、他の診療とは異なり熊本市内への診療の集約化が必ずしも適さず、居住地域から短時間でアクセスで
きる位置に緊急時の対応ができる産科拠点病院が必要であるという点も重要である。 
2024 年 2月から、産婦人科に関して地域医療拠点病院が熊本労災病院から熊本総合病院に急遽変更となり、熊本
大学産科婦人科学講座から派遣されていた医師（地域医療連携ネットワーク寄付講座常勤医師および非常勤医師）
の派遣先が熊本労災病院から熊本総合病院に変更になった。 
このため、熊本労災病院では、2024年 1月まで行っていた、手術、入院患者の受け入れ、周産期診療（妊婦の外
来診療および分娩を含む入院診療）を2月より停止せざるを得なくなった。一方で、新規に産科診療を開始した熊
本総合病院については、2023 年まで熊本労災病院が受け入れていた妊産婦数・患者数と同じ程度の受け入れには
至っておらず、八代地域在住の妊産婦が、これまでであれば八代地域で受けていた医療を、熊本市内や近隣市町村
などの遠方の医療機関で受けていることが想定される。この状況は2024年 1年間で大きく変わっていない。 
 地域医療拠点病院の変更の背景として、上記①、②がある。産婦人科医師不足の中、若手医師の経験と地域での
安全な周産期医療の提供を両立させなければならないことから、熊本総合病院に周産期医療を集約させたいとい
う熊本大学産科婦人科教授の考えのもとで、このような変更に至ったと思われる。しかし、熊本労災病院で周産期
診療が一切停止したにも関わらず熊本総合病院では十分数の周産期診療を行えていない現状にあり、その理由は
明確ではないが、地域住民や、紹介をする立場の地域の産婦人科医院が、熊本総合病院への受診や紹介を控えてい
る可能性がある。ハイリスクの周産期医療を行うために必要な小児科や血管内治療担当医師の不在も懸念材料と
思われる。さらに、熊本総合病院の中堅～ベテラン医師が2025年 4月、7月より2名欠員になり、高齢の医師2
人と若手のみの体制となり、さらに十分な教育が難しくなることが予想される。 
  

派遣先地域医療拠点病院 熊本総合病院 
氏 名 楠木 槙 
診療科名 産婦人科 
事業期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日 

 
１. 本寄附講座事業における状況・成果概要 
• 外来診療 新来 1 日 2 名程度、再診 10 名程度 
• 手術応援 助手 月 1 回程度 
 
２. 県の修学資金貸与医師等若手医師へのキャリア支援や指導等の活動状況 
• 若手医師への悪性腫瘍の方針相談などに対応している。 
 
３. 診療支援の取り組み及び成果（データに基づく） 
• 2024 年 4 月～2025 年 1 月まで、産婦人科全体で新来 686 人、再診 5544 人、週 5 日×2 枠の診療枠の１つを

受け持ったため、上記のうちの 1/10 弱担当しました。 
 
４. 派遣診療科におけるメディカルネットワーク普及状況（データに基づく） 

熊本総合病院での KMN 新規導入者数は、2022 年 325 人、2023 年 105 人、2024 年 88 人で、普及が終了しつ
つあるが、文書送信数は 2022 年 71 件、2023 年 815 件、2024 年 1436 件、文書受信数は 2022 年 567 件、2023
年 1257 件、2024 年 1984 件、といずれも増加傾向である。産婦人科においても同様に増加傾向である。 
 
５. 地域医療拠点病院としての役割の推進状況 

地域医療拠点病院が行うべき取組みとして、① 紹介患者に対する医療提供、② へき地診療所への医師派遣等に
よる地域のかかりつけ医の支援、③ 地域の研修医・専攻医への教育、④ 勤務環境改善に向けた取組みがあげられ
ている。 

熊本総合病院において、地域医療拠点病院が行うべき取組みの①～④の達成状況は以下の通りである。 
① については、婦人科疾患については、紹介患者への適切な医療提供が行われている。周産期診療については、

2023 年まで熊本労災病院が受け入れていた妊産婦数・患者数と同じ程度の受け入れには至っておらず、八代
地域在住の妊産婦が、これまでであれば八代地域で受けていた医療を、熊本市内や近隣市町村などの遠方の医
療機関で受けていることが想定される。 

② 、④については、熊本総合病院ではこれまで産婦人科常勤医師が 2 人と少ない中で多くの婦人科手術（腹腔鏡
下手術含む）を予定しており、他科医師の応援も受けている状況であった。 
また人吉地域への診療応援も行っていた。1 月からの新規の産婦人科医師 2 名の就職および、2 月からの地域
医療連携ネットワーク寄付講座所属医師の派遣により、外来と手術を同時並行で行えるようになり、人吉地域
への診療応援時にも自院で待機する医師を十分に確保することができるようになっている。このことは、へき
地医療への貢献や勤務環境改善に寄与していると考えられる。 

③ については、熊本総合病院は初期臨床研修医が少ないため初期研修医の指導の貢献にはなっていない。専攻医
への教育という面においては、婦人科疾患については、症例数は多く腹腔鏡下手術にも携わることができるが、
産科管理については経験症例数が不十分な状況である。 

 
６. 地域医療における今後の課題・解決策等 
 熊本県内における産婦人科診療の問題点として、①地域拠点病院の部長や指導的立場であった医師が高齢となり
定年を迎えつつある一方で、それを今後引き継ぐべき 30 代後半～40 代の医師が極端に少ない。②熊本市内の病院
（熊本赤十字病院や福田病院など）では独自に若手医師の採用・教育を行えるが、地方（八代、人吉、天草など）
の病院では、専攻医の研修プログラムの一環としての熊本大学の医局所属医師の派遣がなければ、人員の確保が困
難である。以上 2 点があげられ、さらに、③周産期診療は急な多量の出血や胎児機能不全などで緊急を要すること
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必要がある。 
また、日常生活での介護を要する場合も多く、通常は入院の適応のない疾患においても自宅での生活が困難であ

るため社会的な入院となる例も多い。解決策としては、本人、キーパーソン、介護サービスとの連携が必要と考え
られるが、地域における利用可能な介護施設などは限られている。 
  

派遣先地域医療拠点病院 小国公立病院 
氏 名 杉本 一樹 
診療科名 整形外科 
事業期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日 

 
１. 本寄附講座事業における状況・成果概要 
• 拠点病院の医療機能の向上、地域で不足する専門医療の提供 
派遣先の地域医療拠点病院には整形外科常勤医は不在であり、令和６年度は大学病院から 3 名の整形外科専門

医が週3回（火、木、金）派遣された。 
整形外科疾患に対する保存療法や、専門的な加療（手術）が必要な患者の紹介、入院患者の整形外科コンサルト

への対応、専門医療機関での急性期加療後の転院やリハビリテーションの指示、地域の開業医からの整形外科患者
の紹介への対応を行った。急性期の外傷などの疾患や専門的な精査・加療が必要な場合は、近隣の日田市、菊陽町
の医療機関や大学病院を含む熊本市内の医療機関に紹介し急性期治療後の逆紹介に対応した。 
 
• 地域におけるネットワーク構築に向けた地域医療の現状分析及び新たな方策の検討・提案・実践等 
地域医療の現状分析として、農作業や旅館など観光業に従事する患者が多く、患者の大部分が高齢者であり、疾

患としては変形性関節症や変形性腰椎症といった慢性疾患および骨粗鬆症を背景とした脊椎の圧迫骨折や橈骨遠
位端骨折などの脆弱性骨折、ロコモティブシンドロームの患者の割合が高い。 
また、独居の患者や日中に家族のサポートが得られない高齢の患者も多く、腰痛の悪化の際などに日常生活動作

のサポート目的での入院もまれではない。 
なお、脊椎外科として手術適応患者に対しては、積極的に大学病院での専門加療をすすめ紹介した。 
 

２. 県の修学資金貸与医師等若手医師へのキャリア支援や指導等の活動状況 
地域医療で派遣された研修医からの患者の診察依頼について対応した。地域での講演活動は施行できなかった。 

 
３. 診療支援の取り組み及び成果（データに基づく） 

2024 年の整形外科の外来患者総数は 3624 人（初診 185 人）で 1ヶ月あたり 300 名前後推移した。初診患者、
再診患者ともに前年度と比較し減少した。 
 
４. 派遣診療科におけるメディカルネットワーク普及状況（データに基づく） 
小国公立病院におけるKMNの新規参加者数は2024年 31名であった。 

 
５. 地域医療拠点病院としての役割の推進状況 
整形外科常勤医が不在の派遣先病院において、整形外科疾患に対する拠点病院の医療機能の向上および不足す

る専門医療を提供する役割については、一定の成果をあげている。 
今後も地域医療の支えとして貢献していく所存である。 

 
６. 地域医療における今後の課題・解決策等 
課題① 高齢化と移動手段 
運転ができない高齢者の受診に際して、公共交通機関が不十分のため移動手段が限られ受診時間や回数に制約が

ある場合が多い。解決策としては乗り合いタクシーの利用などの他、診療科間での受診日調整などが考えられる。 
 
課題② 近隣医療機関・介護サービスとの連携 
地域医療では一つの医療機関での診療科や対応可能な検査が限られている場合も少なくない。近隣の医療機関

における診療科（対応可能な疾患）、対応可能な検査の情報が得られれば地域医療ネットワーク構築に有用である
と考える。また、特に高齢者などでは、同一日に複数診療科の受診を要する場合も多く診療科間で情報を共有する
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必要がある。 
また、日常生活での介護を要する場合も多く、通常は入院の適応のない疾患においても自宅での生活が困難であ

るため社会的な入院となる例も多い。解決策としては、本人、キーパーソン、介護サービスとの連携が必要と考え
られるが、地域における利用可能な介護施設などは限られている。 
  

派遣先地域医療拠点病院 小国公立病院 
氏 名 杉本 一樹 
診療科名 整形外科 
事業期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日 

 
１. 本寄附講座事業における状況・成果概要 
• 拠点病院の医療機能の向上、地域で不足する専門医療の提供 
派遣先の地域医療拠点病院には整形外科常勤医は不在であり、令和６年度は大学病院から 3 名の整形外科専門

医が週3回（火、木、金）派遣された。 
整形外科疾患に対する保存療法や、専門的な加療（手術）が必要な患者の紹介、入院患者の整形外科コンサルト

への対応、専門医療機関での急性期加療後の転院やリハビリテーションの指示、地域の開業医からの整形外科患者
の紹介への対応を行った。急性期の外傷などの疾患や専門的な精査・加療が必要な場合は、近隣の日田市、菊陽町
の医療機関や大学病院を含む熊本市内の医療機関に紹介し急性期治療後の逆紹介に対応した。 
 
• 地域におけるネットワーク構築に向けた地域医療の現状分析及び新たな方策の検討・提案・実践等 
地域医療の現状分析として、農作業や旅館など観光業に従事する患者が多く、患者の大部分が高齢者であり、疾

患としては変形性関節症や変形性腰椎症といった慢性疾患および骨粗鬆症を背景とした脊椎の圧迫骨折や橈骨遠
位端骨折などの脆弱性骨折、ロコモティブシンドロームの患者の割合が高い。 
また、独居の患者や日中に家族のサポートが得られない高齢の患者も多く、腰痛の悪化の際などに日常生活動作

のサポート目的での入院もまれではない。 
なお、脊椎外科として手術適応患者に対しては、積極的に大学病院での専門加療をすすめ紹介した。 
 

２. 県の修学資金貸与医師等若手医師へのキャリア支援や指導等の活動状況 
地域医療で派遣された研修医からの患者の診察依頼について対応した。地域での講演活動は施行できなかった。 

 
３. 診療支援の取り組み及び成果（データに基づく） 

2024 年の整形外科の外来患者総数は 3624 人（初診 185 人）で 1ヶ月あたり 300 名前後推移した。初診患者、
再診患者ともに前年度と比較し減少した。 
 
４. 派遣診療科におけるメディカルネットワーク普及状況（データに基づく） 
小国公立病院におけるKMNの新規参加者数は2024年 31名であった。 

 
５. 地域医療拠点病院としての役割の推進状況 
整形外科常勤医が不在の派遣先病院において、整形外科疾患に対する拠点病院の医療機能の向上および不足す

る専門医療を提供する役割については、一定の成果をあげている。 
今後も地域医療の支えとして貢献していく所存である。 

 
６. 地域医療における今後の課題・解決策等 
課題① 高齢化と移動手段 
運転ができない高齢者の受診に際して、公共交通機関が不十分のため移動手段が限られ受診時間や回数に制約が

ある場合が多い。解決策としては乗り合いタクシーの利用などの他、診療科間での受診日調整などが考えられる。 
 
課題② 近隣医療機関・介護サービスとの連携 
地域医療では一つの医療機関での診療科や対応可能な検査が限られている場合も少なくない。近隣の医療機関

における診療科（対応可能な疾患）、対応可能な検査の情報が得られれば地域医療ネットワーク構築に有用である
と考える。また、特に高齢者などでは、同一日に複数診療科の受診を要する場合も多く診療科間で情報を共有する
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